







































































































　（ア）　X 1 は、A 市 B 町に所在する一定の地域内の約1200世帯・3000人
（平成22年 8 月現在）の住民から構成される自治会（権利能力なき社団に当た
る。）であり、X 2 は、X 1 の会長であり、平成25年11月の X 1 の評議員会
において、本件土地建物（後述）の登記名義人となるべき者として指定さ
れた者である。Y は、昭和41年 2 月に設立された財団法人であり、平成24
年 4 月に一般財団法人に移行した。本件は、X 1 が、Y を相手に、①本件
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土地建物（後述の自治会館の建物およびその敷地）が X 1 の自治会構成員全
員の総有に属することの確認、および② Y との間の登記名義の保持を含
む本件土地建物の管理契約（準委任）を解除したとして、本件土地建物に
ついて、X 2 への所有権移転登記手続を請求するものである（その他、X 1
および X 2 は、上記①②と併せて、Y の理事長に対して損害賠償請求等もして
いるが、本稿では、これらについては必要な限りで言及するにとどめる）。
　（イ）　X 1 および Y の沿革、並びに本件土地建物に関する沿革について
は、次のとおりである。
　 1 ）　X 1 が存在する地域は C 鉄道会社が昭和 4 年に買収し、宅地開発









自治会活動は X 1 に引き継がれた（X 1 は、昭和40年に現在の名称に改称し
た）。
　 2 ）　X 1 は、昭和 8 年 4 月に C から本件土地を含む土地 5 筆（以下
「旧敷地」という。）の提供を受け、自治会館（以下「旧建物」といい、旧敷
地と併せて「旧敷地建物」という。）を建設した。生協は、昭和25年 3 月、
合併により C を承継した D 鉄道会社の権利を承継した E 鉄道会社から、
旧敷地（本件土地を含む）の寄付を原因として、昭和26年 3 月に所有権移
転登記を得た（旧建物の登記名義を得たのは昭和40年 2 月ころ）。
　 3 ）　X 1 は、昭和39年11月、役員会において財団法人を設立すること
を決議（同決議の目的は、旧敷地建物等の管理主体を明瞭にすることであっ
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た。）したが、他方、生協は、昭和40年10月に、組合員総会において、解




を受けて設立され、同財団法人 Y の基本財産は、X 1 と生協から寄付を受
けた旧敷地建物とされた。
　Y は、同年 6 月に旧敷地について同年 2 月付け寄付を原因とする所有
権移転登記名義を得、そのころ旧建物についても登記名義を得た。その
後、昭和42年 3 月に、旧敷地は本件土地を除き売却され、また、旧建物
は、昭和41年 9 月に建替えのため取り壊され、昭和42年 2 月に本件建物が
新築され、同年 4 月に Y 名義の所有権保存登記がなされた。X 1 は、以
降、本件建物の一室に事務所を設けて自治会活動を行っている。
　 4 ）　前述のように、Y は、平成24年 4 月に一般財団法人に移行した
が、それに先立つ平成22年 3 月に、X 2 は、Y の理事長に対し、X 1 を認
可地縁団体に移行させるので、Y は本件土地建物の登記を X 1 に移転して
欲しい旨を申し入れたが、Y は、その申し入れを拒絶した。以上の事情
のもとで、X 1 および X 2 は、Y に対して、前述のような請求に及び訴訟
を提起した。
（ 2 ）　本事件における争点および第一審判決の概要
　（ア）　第一審判決（大阪地方裁判所堺支部第 1 民事部平成27年 2 月19日判
決）は、本事件の争点について、（ 1 ）本件土地建物は X 1 構成員の総有
に属するか、（ 2 ）Y が本件土地建物に根抵当権を設定したことは違法
か、（ 3 ）Y の理事長は、X 1 が本件土地建物を使用することを違法に妨
害したか、Y が本件土地建物の所有権を主張することは違法か、の 3 点










えば、X 1 及び生協（以下では、両者を特に区別せず X 1 ということがある。）
が寄付した旧敷地建物の所有権は、Y の設立が許可された時点（昭和41年
2 月28日）で、Y に帰属したことになる。」
　②　「そもそも、X 1 が Y を設立した目的は、まずは、附属建物の寄付
を受け入れる態勢を整え、事実上の解散状態にあった生協の代わりに旧敷
地建物の所有権を帰属させる権利主体を形成することにあ」った。
　③　「認可地縁団体制度が創設されたのは平成 3 年 4 月 2 日である（括
弧内省略）のに、X 1 が認可地縁団体への移行を主張し、本件土地建物の




　④　「このようにみると、X 1 は、旧敷地建物の所有権が Y に帰属する
ことを承知し、これを受けて Y の設立に同意し（括弧内省略）、旧敷地建
物の寄付を申し込んだというべきである（括弧内省略）。したがって、旧建
物の寄付は、まさに贈与の趣旨であったと認められ、」「これを X 1 らの主
張するように、あえて所有権を X 1 に留保した上で、旧敷地建物の登記名
義の保持を含む維持管理のみを Y に委託したと認めるべき事情は見い出
し難い。そのような準委任契約が、当時、X 1 と Y との間で締結されたこ
とを窺わせるような組織的な手続が履践されたり、決定（決議）されたり
した形跡は全く存しないのである。」
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　⑤　「X 1 らは、本件土地建物は X 1 構成員の総有物であり、X 1 は本件
建物の管理を Y に準委任した根拠として、Y の設立時の定款が、旧敷地
建物の設置・管理を事業の筆頭に掲げ、旧敷地建物の自由な処分を禁止し
たことを指摘する」が、「しかし、旧敷地建物は、Y 設立後も X 1 が自治
会活動に使用し続けることを前提に（このことは、Y が設立された経緯や設
立趣旨〔括弧内省略〕をみれば明らかである。）、Y の基本財産とされたので
あるから、Y の定款に X 1 らが指摘する条項が置かれるのは当然のことで
ある。」
　⑥　「X 1 らは、X 1 が、その一部門として Y を全面的に運営し、X 1 の
本件建物の利用が自己使用扱い（括弧内省略）とされてきた実態は、本件
土地建物が X 1 構成員の総有物でないと合理的な説明がつかないとも主張




「このようにみると、X 1 らの主張は、X 1 が Y に旧敷地建物の管理を準
委任したことの根拠となるものではないし、本件土地建物が X 1 構成員の
総有に属することを示すものでもない。」。
　なお、原判決が「締結したとは認めるに足る証拠が全くない」としてい







　（イ）　「X 1 らは、……本件土地建物は X 1 の構成員全員の総有であっ
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て、Y は X 1 から管理を準委任されていたに過ぎないと主張する。
　しかしながら、……旧敷地については、E 社から生協に寄付する旨の登
記が経由された昭和26月 3 月30日には X 1 にその所有権が帰属したもの
の、本件土地（旧敷地の一部）は、生協が昭和40年10月10日、Y に寄付す
る旨決議した後である Y の設立時点である昭和41年 2 月28日時点で（そ
の旨の登記は昭和41年 6 月13日に経由された。）、X 1 から Y に本件土地の所
有権が帰属したと認められる。なお、本件建物は建物が完成した時点
（……によれば、42年 2 月 3 日時点）で Y がその所有権を取得したというべ
きである。
　X 1 らは、人事、財政、管理・使用の一体性を強調し、X 1 と Y とは一
体であり、Y は X 1 の一部門に過ぎないともいうようである。確かに、そ
の運営状況からみても両者の関係が密接であることは認められる。しか
し、X 1 が Y の運営に関与していたことは、その地縁的、沿革的な関係か





　そうすると、X 1 らの主張する事情を考慮したとしても、X 1 らの上記
主張は理由がない。」
　そして、同判決は、その他、X 1 の Y の理事長に対する損害賠償請求等







































とにあ」り（前記 2 （ 2 ）（イ）②）、それは、「原告自治会の便宜（不動産
登記の名義人となることができない不都合を解消）」のために登記名義となり
得る権利主体を設立することにあった。
































































会館の設置・管理を主としつつ（ 4 条 1 号）、これを前提として同会館を
拠点として◯◯町自治会区域内の住民のための各種活動につき連絡調整・











種証拠から明らかなように、本件公益財団の活動（寄付行為 4 条 1 号〜 6
























　（ア）　原判決は、前記 2 （ 2 ）（イ）①において、民法は、財団法人の
設立について生前処分をもって寄付したときは贈与の規定を準用する（41
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ついて事後的に








































































































































































以下では、前記 2 （ 2 ）（イ）で掲げた判決要旨①〜⑦に即して述べる





　（イ）　③のうち、「認可地縁団体制度が創設されたのは平成 3 年 4 月 2
日である（括弧内省略）のに、X 1 が認可地縁団体への移行を主張し、本
件土地建物の登記の移転を Y に求めたのは、約19年も経過した後の平成
22年 3 月26日が初めてである（括弧内省略）。」の部分に関しては、Y が本
件公益財団設立時の寄付行為等に従い適正に本件自治会館等の管理業務を
行っている限りにおいては、X 1 への登記の移転の必要もないのであるか
ら、本件自治会への登記の移転についての X 1 らの主張と平成 3 年 4 月 2
日の認可地縁団体制度の創設とは無関係である。平成22年 3 月26日の時点


























































建物は、本件財団設立後も X 1 が自治会活動に使用し続けることを前提に
（このことは、本件財団が設立された経緯や設立趣旨〔括弧内省略〕をみれば明
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らかである。

















　したがって、第一審判決が⑦で述べた「X 1 らの主張は、X 1 が本件財
団に旧敷地建物の管理を準委任したことの根拠となるものではないし、本






2 （ 3 ）（イ））について、次の 2 点を指摘しておきたい。
　第一は、本判決は、「旧敷地については、E 社から生協に寄付する旨の
登記が経由された昭和26年 3 月30日には X 1 にその所有権が帰属したもの
の、本件土地（旧敷地の一部）は、生協が昭和40年10月10日、Y に寄付す
る旨決議した後である Y の設立時点である昭和41年 2 月28日時点で（そ
の旨の登記は昭和41年 6 月13日に経由された。）、X 1 から Y に本件土地の所
有権が帰属したと認められる。」（前掲 2 （ 3 ）（イ））と述べているが、そ
の中で「旧敷地については、E 社から生協に寄付する旨の登記が経由され
た昭和26年 3 月30日には X 1 にその所有権が帰属したものの」としている
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ことから、本件土地を含む旧敷地について、E 社の寄付によりその所有権
は X 1 に帰属すること、および権利能力なき社団である X 1 を登記名義人
とすることはできないため生協を登記名義人としたことを認めている。
　そして、生協から Y への寄付については、「X 1 から Y に本件土地の所
有権が帰属したと認められる」としている。ここにおいては、本件土地の
所有権は生協に帰属しているのではなく X 1 に帰属していることを認めつ
つ、他方では、X 1 から Y への寄付ではなく、生協から Y への寄付によ
って「X 1 から Y に本件土地の所有権が帰属した」ことを認めている。
　同判決は、なぜ土地所有者（X 1 ）からではなく登記名義人（生協）か
らの寄付によって Y に所有権が移転すると考えたのか。また、E 社から
生協への登記名義の移転の場合における E 社の意思は、X 1 に所有権を帰
属させるものであったことから、同判決は、X 1 に所有権が帰属するとし
たものと思われるが、そうであるならば、なぜ、生協から Y への登記名
義の移転の場合においては、生協や X の意思が（加えて Y の意思も）、実
質的な所有権はなお X 1 に帰属するものであるとは考えなかったのか。
　第二は、本判決は、「（X 1 と Y の）両者の関係が密接であることは認め
られる。しかし、X 1 が Y の運営に関与していたことは、その地縁的、沿
革的な関係から見て自然であるし、影響力の行使は Y の人事を、X 1 構成
員が事実上掌握することによってなされたに過ぎないというべきである。」
（前掲 2 （ 3 ）（イ））と述べるが、両者の関係が密接であること、X 1 が Y






等において関係があろうとも X 1 に属するものではないから、X 1 らの上
記主張は失当である。」（前掲 2 （ 3 ）（イ））と述べるが、このことは、「独
















るべきでありと考える。そして、本件原告 X 1 および X 2 の主張について
は、X 1 の Y に対する準委任の解除の結果として、本件自治会館等が X 1
構成員の総有に属することになるから、そのことの確認を求め、また、そ
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く阻むことは、法の解釈・適用のあり方として妥当ではない。本件にあっ
て、本来的に本件自治会ないし自治会の構成員に帰属する本件自治会館等
について、その実体的権利を直接に登記に反映できる制度（認可地縁団体
制度）が創設されたにもかかわらず、いたずらに同制度の利用を妨げ不合
理な状態を放置しておくことは許されないものと言えよう。基本的に、自
治会館や町内会館は、地域住民のものであって、財団法人等の理事、ま
た、自治会・町内会の理事のものではないことを忘れてはならない。その
ような地域住民の利益・権利が最も実現できるような法のあり方が求めら
れると考える。
